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環境影響評価法施行令の一部を改正する政令（令和３年政令第二百八十三

号。以下「令」という。）附則第３条第１項に規定する手続未着手事業（以下

「手続未着手事業」という。）に係る令附則第３条第３項の規定に基づく環

境影響評価法（平成九年法律第八十一号）（第二章を除く。）の規定による環

境影響評価その他の手続（以下「法定環境影響評価等」という。）が行われる

必要があるかどうかの判定を行うに当たっての審査基準を次のとおり定める。 

１．判定の指針 

（１）手続未着手事業に係る令附則第３条第３項の判定については、同条第

２項の規定による都道府県知事の意見が述べられたときはこれを尊重し

て、当該手続未着手事業が次に掲げる要件のいずれかに該当するときは、

法定環境影響評価等が行われる必要があると認めるものとする。 

①  発電方式について実績が少なく、かつ、環境影響に関する知見が十分に

蓄積されていない技術を用いること。 

②  発電所を設置する場所の周囲一キロメートルの範囲内に、工事期間が重

なる一以上の風力発電所の設置により、総体としての発電出力が環境影響

評価法施行令（平成九年政令第三百四十六号）別表第一の五の項の第二欄

ワ若しくはカに掲げる要件のうち事業の規模に係るものに該当すること

となること又は③から㉑までに掲げる要件のいずれかに該当することと

なること。 

③  排水基準を定める省令（昭和四十六年総理府令第三十五号）別表第二備

考６及び７に規定する湖沼及び海域に手続未着手事業の実施による排水

（温排水を除く。）を日平均排水量五十立方メートル以上排出する場合で

あって、排水口の直近において国又は地方公共団体の測定している水質の

測定点（以下「水質の測定点」という。）における化学的酸素要求量、全

窒素又は全燐(りん )のいずれかの予測値が、当該水域における環境基本法

（平成五年法律第九十一号）第十六条第一項の規定による水質の汚濁（生

物化学的酸素要求量、化学的酸素要求量、全窒素及び全燐(りん )に関する

ものに限る。）に係る環境上の条件についての基準（以下「水質汚濁に係

る環境基準」という。）を超えること。 



 

④ 学校教育法（昭和二十二年法律第二十六号）第一条に規定する学校、児

童福祉法（昭和二十二年法律第百六十四号）第七条の保育所又は医療法（昭

和二十三年法律第二百五号）第一条の五第一項に規定する病院若しくは同

条第二項に規定する診療所のうち患者の収容施設を有するもの（以下「学

校等」と総称する。）が発電所を設置する場所の周囲一キロメートルの範

囲内に存在する場合であって、発電所から発生する騒音の学校等における

予測値が、環境基本法第十六条第一項の規定による騒音に係る環境上の条

件についての基準（以下「騒音に係る環境基準」という。）の地域の類型

ＡＡの夜間の値を超えること。 

⑤  学校等が発電所の設置又は変更の工事（以下「工事」という。）を行う

場所の周囲一キロメートルの範囲内に存在する場合であって、当該工事に

伴って発生する騒音の学校等における予測値が、騒音に係る環境基準の地

域の類型ＡＡの昼間の値を超えること。 

⑥  都市計画法（昭和四十三年法律第百号）第九条第一項から第七項までに

定める地域が発電所を設置する場所の周囲一キロメートルの範囲内に存

在する場合であって、発電所から発生する騒音の当該地域における予測値

が、騒音に係る環境基準の地域の類型Ａの夜間の値を超えること。 

⑦  都市計画法第九条第一項から第七項までに定める地域が工事を行う場

所の周囲一キロメートルの範囲内に存在する場合であって、当該工事に伴

って発生する騒音の当該地域における予測値が、騒音に係る環境基準の地

域の類型Ａの昼間の値を超えること。 

⑧  水道原水水質保全事業の実施の促進に関する法律（平成六年法律第八

号）第二条第三項に規定する取水地点（以下「水道原水取水地点」という。）

が手続未着手事業が実施されるべき区域（以下「事業実施区域」という。）

又はその周囲に存在する場合であって、次に掲げる事項のいずれかに該当

するものであること。 

イ  手続未着手事業の実施による排水の排出によって、水道原水取水地点

における生物化学的酸素要求量又は化学的酸素要求量の予測値が当該

水道原水取水地点が存在する水域の水質汚濁に係る環境基準を超える

こと。 

ロ  水道原水取水地点が存在する水域が手続未着手事業の実施により減

水区間となる場合において、当該水道原水取水地点における生物化学的

酸素要求量の予測値が当該水道原水取水地点が存在する水域の水質汚

濁に係る環境基準を超えること。ただし、水道原水取水地点での測定が

困難な場合、当該水道原水取水地点の直近の水質の測定点における生物

化学的酸素要求量の予測値が当該水域における水質汚濁に係る環境基

準を超えること。 

⑨  国又は地方公共団体の調査により確認された人為的な改変をほとんど

受けていない自然環境、野生生物の重要な生息地若しくは生育地又は次に

掲げる重要な自然環境が、事業実施区域の周囲一キロメートルの範囲内に

存在すること。 

イ  自然林、湿原、藻場、干潟、さんご群集及び自然海岸等の自然環境で

あって、人為的な改変をほとんど受けていないもの又は改変により回復

することが困難である脆(ぜい )弱なもの。 

ロ  里地及び里山（二次林、人工林、農地、ため池及び草原等を含む。）

並びに氾濫原に所在する湿地帯及び河畔林等の自然環境であって、減少

又は劣化しつつあるもの 

ハ  水源涵(かん )養林、防風林、水質浄化機能を有する干潟及び土砂の崩



 

壊を防止する機能を有する緑地等の自然環境であって、地域において重

要な機能を有するもの 

ニ  都市において現に残存する樹林地その他の緑地（斜面林、社寺林及び

屋敷林等を含む。）並びに水辺地等の自然環境であって、地域を特徴づ

ける重要なもの 

⑩  国又は地方公共団体の調査により確認された干潟、藻場、さんご群集若

しくは野生動植物の重要な生息及び生育の場である自然環境が、事業実施

区域の周囲（一キロメートルの範囲内を除く。）に存在する場合であって、

次に掲げる事項のいずれかに該当するものであること。 

イ  手続未着手事業の実施による排水の排出によって、国又は地方公共団

体の調査により確認された野生動植物の重要な生息又は生育の場が存

在する水域における生物化学的酸素要求量又は化学的酸素要求量の予

測値が当該水域に係る水質汚濁に係る環境基準を超える範囲が当該生

息又は生育の場に及ぶこと。 

ロ  国又は地方公共団体の調査により確認された野生動植物の重要な生

息又は生育の場が減水区間となること。 

⑪  幹線道路の沿道の整備に関する法律（昭和五十五年法律第三十四号）第

五条第一項の規定により指定された沿道整備道路が事業実施区域の周囲

十キロメートルの範囲内に存在する場合であって、手続未着手事業の実施

に伴い発生する自動車が当該沿道整備道路を通過することにより当該沿

道整備道路に面する地域に道路交通騒音に係る相当程度の影響を及ぼす

おそれがあること。 

⑫  水質汚濁防止法（昭和四十五年法律第百三十八号）第四条の二第一項に

規定する指定水域又は指定地域に手続未着手事業の実施による排水（温排

水を除く。）を日平均排水量五十立方メートル以上排出することにより当

該指定水域又は指定地域に相当程度の影響を及ぼすおそれがあること。 

⑬  湖沼水質保全特別措置法（昭和五十九年法律第六十一号）第三条第一項

に規定する指定湖沼又は同条第二項に規定する指定地域に手続未着手事

業の実施による排水（温排水を除く。）を日平均排水量五十立方メートル

以上排出することにより当該指定湖沼又は指定地域に相当程度の影響を

及ぼすおそれがあること。 

⑭  瀬戸内海環境保全特別措置法（昭和四十八年法律第百十号）第二条第一

項に規定する瀬戸内海又は同条第二項の関係府県の区域（瀬戸内海環境保

全特別措置法施行令（昭和四十八年政令第三百二十七号）第三条の区域を

除く。）に手続未着手事業の実施による排水（温排水を除く。）を日最大排

水量五十立方メートル以上排出することにより瀬戸内海又は当該区域に

相当程度の影響を及ぼすおそれがあること。 

⑮  水産資源保護法（昭和二十六年法律第三百十三号）第十八条第一項又は

第四項の保護水面の区域が事業実施区域又はその周囲に存在する場合で

あって、しゅんせつ又は埋立を当該区域で行うこと。 

⑯  事業実施区域の周囲一キロメートルの範囲内に次に掲げる地域その他

の対象が存在し、かつ、当該事業の内容が当該地域又は対象の法令等によ

る指定の目的に応じて特に配慮すべき環境の構成要素に係る相当程度の

影響を及ぼすおそれがあること。 

イ  自然公園法（昭和三十二年法律第百六十一号）第五条第一項の規定に

より指定された国立公園、同条第二項の規定により指定された国定公園

又は同法第七十二条の規定により指定された都道府県立自然公園の区

域 



 

ロ 自然環境保全法（昭和四十七年法律第八十五号）第十四条第一項の規

定により指定された原生自然環境保全地域、同法第二十二条第一項の規

定により指定された自然環境保全地域又は同法第四十五条第一項の規

定により指定された都道府県自然環境保全地域 

ㇵ  世界の文化遺産及び自然遺産の保護に関する条約第十一条２の規定

により作成された世界遺産一覧表に記載された自然遺産の区域 

ニ  首都圏近郊緑地保全法（昭和四十一年法律第百一号）第三条第一項の

規定により指定された近郊緑地保全区域 

ホ  近畿圏の保全区域の整備に関する法律（昭和四十二年法律第百三号）

第五条第一項の規定により指定された近郊緑地保全区域 

ヘ  都市緑地法（昭和四十八年法律第七十二号）第五条の規定により指定

された緑地保全地域又は同法第十二条第一項の規定により指定された

特別緑地保全地区の区域 

ト  絶滅のおそれのある野生動植物の種の保存に関する法律（平成四年法

律第七十五号）第三十六条第一項の規定により指定された生息地等保護

区の区域 

チ  鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の適正化に関する法律（平成十四年法

律第八十八号）第二十八条第一項の規定により指定された鳥獣保護区の

区域 

リ  特に水鳥の生息地として国際的に重要な湿地に関する条約第二条１

の規定により指定された湿地の区域 

ヌ  文化財保護法（昭和二十五年法律第二百十四号）第百九条第一項の規

定により指定された名勝（庭園、公園、橋梁(りよう)及び築堤にあって

は、周囲の自然的環境と一体をなしているものに限る。）又は天然記念

物（標本及び動物又は植物の種を単位として指定されている場合におけ

る当該種の個体を除く。） 

ル  古都における歴史的風土の保存に関する特別措置法（昭和四十一年法

律第一号）第四条第一項の規定により指定された歴史的風土保全区域 

ヲ  都市計画法第八条第一項第七号の規定により指定された風致地区の

区域 

ワ  地方公共団体の条例等に基づき環境の保全を目的として又は環境の

保全に資するものとして指定された地域その他の対象 

⑰  発電所を設置する場所の周囲一キロメートルの範囲内に国又は地方公

共団体の測定している騒音の測定点（以下「騒音の測定点」という。）に

おいて騒音に係る環境基準が確保されていない地点が存在する場合であ

って、発電所から発生する騒音の当該騒音の測定点における予測値が当該

騒音の測定点の測定値を超えるレベルにあること。 

⑱  工事を行う場所の周囲一キロメートルの範囲内に騒音の測定点におい

て騒音に係る環境基準が確保されていない地点が存在する場合であって、

当該工事に伴って発生する騒音の当該騒音の測定点における予測値が当

該騒音の測定点の測定値を超えるレベルにあること。 

⑲  騒音規制法第十七条第一項の規定に基づく指定地域内における自動車

騒音の限度を定める省令（平成十二年総理府令第十五号）に規定する限度

を超えている地域に面する道路又は騒音の測定点において騒音に係る環

境基準が確保されていない地域に面する道路が事業実施区域の周囲十キ

ロメートルの範囲内に存在する場合であって、当該道路を通過する自動車

による道路交通騒音の予測値より、当該道路を通過する自動車に手続未着

手事業の実施に伴い発生する当該道路を通過する自動車を加えた道路交



 

通騒音の予測値が、０．１デシベルを超えることとなること。 

⑳  振動規制法施行規則（昭和五十一年総理府令第五十八号）第十二条に規

定する限度を超えている地域に面する道路が事業実施区域の周囲十キロ

メートルの範囲内に存在する場合であって、当該道路を通過する自動車に

よる道路交通振動の予測値より、当該道路を通過する自動車に手続未着手

事業の実施に伴い発生する当該道路を通過する自動車を加えた道路交通

振動の予測値が、０．１デシベルを超えることとなること。 

㉑  生物化学的酸素要求量、化学的酸素要求量、全窒素又は全燐(りん )の水

質汚濁に係る環境基準が確保されていない水質の測定点が存在する水域

において、手続未着手事業の実施により当該水域の水質汚濁に係る環境基

準が確保されていない生物化学的酸素要求量、化学的酸素要求量、全窒素

又は全燐(りん )（この号において「水質汚濁に係る環境基準未達成項目」

という。）が現状よりも増加する場合であって、水質汚濁に係る環境基準

未達成項目に係る当該水域の水質の測定点における予測値が水質汚濁に

係る環境基準未達成項目に係る当該水域の水質の測定点における測定結

果に比べ、当該水域の水質汚濁に係る環境基準の十分の一を超えて増加す

ることとなること。 

 

２．その他 

（１）この規程は、令和３年１０月３１日から施行する。 

 


